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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第70期
第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 10,957,032 11,979,111 15,180,424

経常利益 (千円) 955,143 878,171 1,169,002

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 557,607 522,609 690,516

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 624,924 571,954 757,909

純資産額 (千円) 5,527,002 6,060,265 5,659,569

総資産額 (千円) 14,108,281 13,816,265 14,235,039

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 53.43 50.08 66.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.5 39.6 35.1
 

　

回次
第70期
第３四半期
連結会計期間

第71期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 21.82 16.18
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　第70期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、第70期第３四半期連結累計期間及び第71期第３四半期

連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成29年11月４日開催の取締役会において、連結子会社の所有する固定資産の譲渡ならびに固定資産の取

得について決議し、平成30年１月11日に不動産売買契約を締結した。

なお、当社は、平成29年12月19日開催の取締役会において、いわゆるマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）の一環

として行われる株式会社アサヒによる当社の普通株式に対する公開買付けに賛同の意見を表明し、かつ、当社株主の

皆様に対し、本公開買付けへの応募を推奨することを決議した。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載の通りである。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

(1) 業績の状況　

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続く中、各種経済政策の効果もあ

り、景気は緩やかな改善傾向のもとで全体として堅調に推移した。一方で、海外経済の不確実性や金融資本市場の

変動等の影響にも留意する必要があり、依然として不透明な状況が続いている。

当社グループを取り巻く建設業界においては、主な事業エリアである茨城県内の公共投資は減少傾向にありなが

らも引き続き一定水準を保っており、民間建設投資は企業収益の改善を背景に緩やかな回復基調が続いた。しかし

ながら、今後の公共事業の減少に伴う民間工事における受注・価格競争の激化が予想されるなど、依然として厳し

い経営環境にある。

このような状況の下、当社グループは総力を挙げて受注及び収益の確保に努めた結果、当第３四半期連結累計期

間の受注は、10,276百万円(前年同四半期比27.6％減少)となり、売上高については、前連結会計年度からの繰り越

し工事量が前年同四半期に比較して多かったこと等により、当第３四半期連結累計期間は11,979百万円(前年同四

半期比9.3％増加)となった。

また、利益面については、売上高が増加したものの工事利益率の低下等により、営業利益は883百万円(前年同四

半期比8.8％減少)、経常利益は878百万円(前年同四半期比8.1％減少)、親会社株主に帰属する四半期純利益は522百

万円(前年同四半期比6.3％減少)となった。

　

セグメントの業績は、次のとおりである。

（建設事業）

建設事業としては、前連結会計年度より繰り越された手持工事量が順調に進捗したこと等により、当第３四半期

連結累計期間の売上高は11,210百万円(前年同四半期比8.6％増加)となり、セグメント利益は工事利益率が低下し

たため601百万円(前年同四半期比21.5％減少)となった。

（不動産事業）

不動産事業としては、土地の分譲販売が前年を上回り、売上高は477百万円(前年同四半期比39.0％増加)とな

り、セグメント利益は209百万円(前年同四半期比61.1％増加)となった。　　

（介護事業）

介護事業としては、依然として同業他社との激しい顧客獲得競争が続く中、平成28年７月にデイサービス事業を

閉鎖したこと等により、売上高は49百万円(前年同四半期比42.9％減少)となり、セグメント損失は8百万円(前年同

四半期はセグメント損失8百万円)となった。

（太陽光発電事業）

太陽光発電事業としては、茨城県内にある４基のメガソーラー(北茨城市２基、鉾田市１基、東海村１基。うち

東海村の施設は平成29年３月稼働開始。)が稼働しており、売上高は241百万円(前年同四半期比16.3％増加)、セグ

メント利益は78百万円(前年同四半期比1.5％増加)となった。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて371百万円（4.1％）減少し、8,597百万円となった。これは主に、受取

手形・完成工事未収入金等が1,985百万円、流動資産のその他が144百万円それぞれ増加したものの、現金預金が

2,464百万円、その他のたな卸資産が118百万円それぞれ減少したこと等によるものである。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて47百万円（0.9％）減少し、5,219百万円となった。これは主に、機械・

運搬具・工具器具備品が27百万円、投資有価証券が49百万円それぞれ増加したものの、建物・構築物が146百万円

減少したこと等によるものである。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて418百万円（2.9％）減少し、13,816百万円となった。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて653百万円（11.7％）減少し、4,911百万円となった。これは主に、短期

借入金が674百万円増加したものの、支払手形・工事未払金等が343百万円、未成工事受入金が494百万円、流動負

債のその他が238百万円それぞれ減少したこと等によるものである。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて165百万円（5.5％）減少し、2,844百万円となった。これは主に、社債

が80百万円、長期借入金が47百万円、リース債務が39百万円それぞれ減少したこと等によるものである。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて819百万円(9.6％)減少し、7,755百万円となった。　

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて400百万円（7.1％）増加し、6,060百万円となった。これは主に、非

支配株主持分が67百万円減少したものの、資本剰余金が33百万円、利益剰余金が417百万円、その他有価証券評価

差額金が16百万円それぞれ増加したこと等によるものである。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はない。

　

(4) 研究開発活動

当社及び子会社においては、研究開発活動は特段行われていない。

　

(5) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第３四半期連結累計期間において重要

な変更があったものは、次のとおりである。

①新設

前連結会計年度末の計画は、リースによる資金調達方法を計画していたが、自己資金による方法に変更してい

る。

会社名
事業所名

所在地 セグメントの名称 設備の内容
投資予定額
(百万円)

資金調
達方法

着手及び完了予定年月

本社
茨城県
日立市

全社（共通）
基幹業務システ
ムの刷新

85
自己
資金

着工
平成29年４月

完了
平成30年４月

 

　

②除却等

当社は平成29年11月４日開催の取締役会において、連結子会社の有する固定資産の譲渡ならびに固定資産の取得

について決議し、平成30年１月11日に固定資産の譲渡にかかる不動産売買契約書を締結し、同年２月５日に譲渡し

た詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（固定資産の譲渡ならびに取得）」に記載の

とおりである。

(注)　１ 「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

２  セグメント別の記載において、売上高については、「外部顧客への売上高」について記載し、営業損益

については、「調整額」考慮前の金額によっている。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,596,509 10,596,509
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数1,000株

計 10,596,509 10,596,509 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はない。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年12月31日 ― 10,596,509 ― 635,342 ― ―
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないため、直前の基準日(平成29年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしている。
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① 【発行済株式】

平成29年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 

普通株式
 

162,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

10,400,000
10,400 ―

単元未満株式
普通株式

34,509
― 1単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 10,596,509 ― ―

総株主の議決権 ― 10,400 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が311株含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成29年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
鈴縫工業㈱

茨城県日立市城南町
１丁目11番31号

162,000 ― 162,000 1.53

計 ― 162,000 ― 162,000 1.53
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 4,753,823 2,289,285

  受取手形・完成工事未収入金等 ※2  3,192,409 ※2  5,178,247

  未成工事支出金 150,989 247,300

  その他のたな卸資産 636,657 517,779

  繰延税金資産 59,758 52,036

  その他 178,345 322,518

  貸倒引当金 △3,729 △10,021

  流動資産合計 8,968,255 8,597,146

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 2,658,276 2,511,914

   機械、運搬具及び工具器具備品 969,945 997,081

   土地 2,511,317 2,507,015

   リース資産 1,171,891 1,167,511

   建設仮勘定 16,472 35,919

   減価償却累計額 △2,541,935 △2,549,609

   有形固定資産合計 4,785,967 4,669,833

  無形固定資産 7,838 27,436

  投資その他の資産   

   投資有価証券 248,338 298,124

   長期貸付金 17,393 6,346

   繰延税金資産 8,640 8,776

   その他 258,253 267,019

   貸倒引当金 △59,646 △58,418

   投資その他の資産合計 472,979 521,849

  固定資産合計 5,266,784 5,219,118

 資産合計 14,235,039 13,816,265

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 1,755,921 1,412,465

  電子記録債務 140,376 76,174

  短期借入金 ※3  1,056,976 ※3  1,731,376

  1年内償還予定の社債 160,000 160,000

  リース債務 70,008 70,806

  未払法人税等 233,197 118,576

  未成工事受入金 1,263,118 768,613

  賞与引当金 96,554 60,818

  役員賞与引当金 53,000 -

  完成工事補償引当金 14,041 21,429

  工事損失引当金 19,728 28,108

  その他 702,053 463,089

  流動負債合計 5,564,976 4,911,458
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

 固定負債   

  社債 590,000 510,000

  長期借入金 670,307 622,349

  リース債務 900,977 861,032

  繰延税金負債 222,691 228,807

  再評価に係る繰延税金負債 317,925 317,515

  役員退職慰労引当金 103,375 106,367

  退職給付に係る負債 9,479 9,691

  資産除去債務 101,483 102,403

  負ののれん 26,454 23,524

  その他 67,799 62,851

  固定負債合計 3,010,493 2,844,541

 負債合計 8,575,470 7,755,999

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 635,342 635,342

  資本剰余金 23,289 56,774

  利益剰余金 3,697,392 4,115,283

  自己株式 △18,831 △19,111

  株主資本合計 4,337,192 4,788,288

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 34,808 51,427

  土地再評価差額金 629,598 629,964

  その他の包括利益累計額合計 664,406 681,392

 非支配株主持分 657,969 590,584

 純資産合計 5,659,569 6,060,265

負債純資産合計 14,235,039 13,816,265
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 10,957,032 11,979,111

売上原価 9,061,726 10,175,993

売上総利益 1,895,306 1,803,118

販売費及び一般管理費 926,862 919,926

営業利益 968,443 883,191

営業外収益   

 受取利息 675 342

 受取配当金 3,081 3,659

 受取保険金 19,586 15,734

 その他 11,446 11,190

 営業外収益合計 34,790 30,927

営業外費用   

 支払利息 25,822 27,916

 社債発行費 7,250 -

 支払手数料 5,250 5,250

 その他 9,767 2,781

 営業外費用合計 48,090 35,947

経常利益 955,143 878,171

特別利益   

 固定資産売却益 1,022 -

 特別利益合計 1,022 -

特別損失   

 減損損失 ※1  60,423 ※1  20,510

 固定資産売却損 81 -

 立退き費用 - 36,787

 特別損失合計 60,504 57,297

税金等調整前四半期純利益 895,662 820,874

法人税、住民税及び事業税 293,356 259,525

法人税等調整額 3,239 6,013

法人税等合計 296,596 265,538

四半期純利益 599,065 555,335

非支配株主に帰属する四半期純利益 41,457 32,726

親会社株主に帰属する四半期純利益 557,607 522,609
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 599,065 555,335

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 25,859 16,618

 その他の包括利益合計 25,859 16,618

四半期包括利益 624,924 571,954

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 583,466 539,228

 非支配株主に係る四半期包括利益 41,457 32,726
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【注記事項】

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)
　

該当事項はない。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　受取手形裏書譲渡高
　

  
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

 受取手形裏書譲渡高 17,137千円 20,260千円
 

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の処理について、手形交換日をもって決済処理をしている。

なお、連結子会社５社の決算日である９月30日は、金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が、四半期連結会計期間末日残高に含まれている。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 30,712千円 5,485千円

受取手形裏書譲渡高 2,989 ―
 

 

※３　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社グループは、資金調達の機動性を高めるため、金融機関２行との間に当座貸越契約を、金融機関４行との

間に融資枠(コミットメントライン)をそれぞれ設定している。

　なお、これらの契約に基づく借入の実行状況はそれぞれ以下のとおりである。
　

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

当座貸越極度額 1,140,000千円 1,140,000千円

借入実行残高 ― 90,000

差引借入未実行残高 1,140,000千円 1,050,000千円
 

 

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 1,000,000 1,000,000

差引借入未実行残高 ―千円 ―千円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　減損損失

当社グループは、事業用資産については、管理会計上の事業単位毎に、また、賃貸用資産及び遊休資産につい

ては、それぞれ個別の物件毎にグルーピングを行っている。

前第３四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日)

用途 種類 場所 件数

賃貸用資産 土地・建物 茨城県 １件
 

　
　賃貸用資産について、賃貸用資産への用途変更により、収益性が低下する見込みとなったことに伴い上記資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(60,423千円)として特別損失に計上している。

その内訳は、賃貸用資産（土地）25,919千円、（建物）34,503千円である。

なお、当該資産の回収可能価額は、使用価値により測定している。また、使用価値は将来キャッシュ・フロー

を2.38％で割り引いて算定している。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

用途 種類 場所 件数

賃貸用資産 土地・建物・備品 茨城県 １件
 

 
　賃貸用資産について、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである上記資産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失(20,510千円)として特別損失に計上している。

その内訳は、賃貸用資産（土地）4,301千円、（建物）14,801千円、(備品) 1,407千円である。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として路線価による相続税評価額に基

づいて算定している。

 

２　売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連

結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、

第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連結累

計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれん償却額は、次のとおりである。

 

 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日

至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日

至 平成29年12月31日)

減価償却費 141,465千円 162,446千円

負ののれん償却額 △2,930千円 △2,930千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 104,367 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 104,351 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 建設事業 不動産事業 介護事業
太陽光

発電事業
合計

調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高        

外部顧客への売上高 10,319,262 343,274 86,613 207,883 10,957,032 ― 10,957,032

セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,170 5,519 ― ― 9,689 △9,689 ―

計 10,323,432 348,793 86,613 207,883 10,966,722 △9,689 10,957,032

セグメント利益又は

損失(△)
766,906 130,258 △8,621 77,304 965,846 2,596 968,443

 

(注) １ セグメント利益の調整額2,596千円は、セグメント間の取引に係る調整額3,583千円と各報告セグメントに配
分していない全社費用△986千円が含まれている。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「不動産事業」セグメントの賃貸用資産について、用途変更により収益性が低下する見込みとなったことに

伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額している。当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間におい

ては60,423千円である。

 
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はない。

 

(重要な負ののれんの発生益)

該当事項はない。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 建設事業 不動産事業 介護事業
太陽光

発電事業
合計

調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高        

外部顧客への売上高 11,210,628 477,304 49,417 241,761 11,979,111 ― 11,979,111

セグメント間の内部

売上高又は振替高
17,965 5,289 ― ― 23,254 △23,254 ―

計 11,228,593 482,593 49,417 241,761 12,002,366 △23,254 11,979,111

セグメント利益又は

損失(△)
601,691 209,818 △8,656 78,429 881,283 1,908 883,191

 

(注) １ セグメント利益の調整額1,908千円は、セグメント間の取引に係る調整額2,118千円と各報告セグメントに配
分していない全社費用△210千円が含まれている。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「不動産事業」セグメントの賃貸用資産について、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスのため帳簿

価額を回収可能価額まで減額している。当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては20,510

千円である。

 
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はない。

 

(重要な負ののれんの発生益)

該当事項はない。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 53円43銭 50円08銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 557,607 522,609

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

557,607 522,609

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,436 10,434
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していない。
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(重要な後発事象)

（株式会社アサヒによる当社株式に対する公開買付け）

当社は、平成29年12月19日開催の取締役会において、いわゆるマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）の一環とし

て行われる株式会社アサヒ（以下「本公開買付者」という。）による当社の普通株式（以下「当社普通株式」とい

う。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」という。）に賛同の意見を表明し、かつ、当社株主の皆様に対

し、本公開買付けへの応募を推奨することを決議した。

本公開買付けは、平成29年12月20日から平成30年２月13日まで実施され、公開買付者は本公開買付けにより、当

社の普通株式9,908,055株の応募があり、買付予定数の下限6,957,000株以上となったため、その全てを平成30年2月

19日（本公開買付けの決済の開始日）付けで取得することとなった旨を報告している。

本公開買付においては、当社の普通株式9,908,055株の応募があったものの、公開買付者は本公開買付けにより、

当社の発行株式の全て（但し、当社が所有する自己株式を除く。）を取得できなかったことから、平成29年12月19

日付「ＭＢＯの実施及び応募推奨に関するお知らせ」の「３．（４）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆ

る二段階買収に関する事項）」に記載の一連の手続きに従って、当社の発行済普通株式の全て（当社が所有する自

己株式を除く。）を取得し、当社を完全子会社化することを予定しているとのことである。

その結果、当社普通株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続きを経て上場廃止となる予定であ

る。上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所において取引することはできない。

なお、公開買付者は資金決済等に充当するために金融機関から合計4,274百万円を上限として借り入れを行うこと

を予定しており、当社がスクイーズアウト手続きを通じて株式会社アサヒの完全子会社となった後に、当社グルー

プの一定の資産等が担保に供されることが予定されている。
　

（固定資産の譲渡ならびに取得）

当社は、平成29年11月４日開催の取締役会において、下記のとおり、連結子会社の所有する固定資産の譲渡なら

びに固定資産の取得について決議し、平成30年１月11日に固定資産の譲渡にかかる不動産売買契約書を締結し、同

年２月５日に譲渡した。

　

１．概要

当社の連結子会社である(株)渋谷中央ビルの所有する「渋谷セントラルビル」について、老朽化した資産の効率

活用と今後の経営拡大にむけて、現在テナントビルとして運用している同建物の敷地の一部を不動産デベロッパー

へ譲渡し、同デベロッパーが建設する建物の一部を取得し賃貸用マンションとして運用するものである。

　

２．譲渡資産の内容

資産の種類 所在地 現況 譲渡価額 帳簿価額

土地 東京都渋谷区宇田川町 テナントビル 1,396,000千円 298,135千円
 

　

３．譲渡先の概要

譲渡先の名称 三菱地所レジデンス株式会社
 

なお、当社と譲渡先との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はなく、関連当事者にも該当しない。

　

４．譲渡の日程

(1) 取締役会決議日 平成29年11月４日

(2) 契約締結日 平成30年１月11日

(3) 物件引渡日 平成30年２月５日
 

　

５．取得資産の内容

資産の種類 所在地 取得価額

建物（賃貸用マンション及び事務所） 東京都渋谷区宇田川町 1,096,000千円（予定）
 

　

６．取得の日程

(1) 建設着工日 平成30年９月中旬（予定）

(2) 完成引渡日 平成32年９月下旬（予定）
 

　

７．今後の見通し

(1) 当期業績に与える影響

当該連結子会社において、テナントへの立退き保証金の支払いによる特別損失223,787千円（内、36,787千円は当

第３四半期連結累計期間において計上済み）の計上が見込まれる。

(2) 来期以降の業績に与える影響

当該固定資産の譲渡に伴い、翌連結会計年度において、固定資産売却益1,097,865千円（売却関連費用控除前）の

計上が見込まれる。

EDINET提出書類

鈴縫工業株式会社(E00099)

四半期報告書

16/19



２ 【その他】

該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。

 

EDINET提出書類

鈴縫工業株式会社(E00099)

四半期報告書

18/19



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成30年２月14日

鈴 縫 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中
　

有限責任監査法人　トーマツ　
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   鈴　　木　　登　樹　男  印
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   古　　賀　　祐　一　郎　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鈴縫工業株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鈴縫工業株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 
 
 
 
 
 
 

 
(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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